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連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,801,306 10,861,441 △6,720,397 △17,542 7,924,807

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 47,187 47,187

合 併 に よ る 増 加 63,680 63,680

剰余金（その他資
本剰余金）の配当

△120,000 △120,000

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

664,639 664,639

自 己 株 式 の 取 得 △507 △507

自 己 株 式 の 処 分 △1 3 1

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

―

当 期 変 動 額 合 計 ― △9,133 664,639 △503 655,002

当 期 末 残 高 3,801,306 10,852,307 △6,055,758 △18,046 8,579,809

(単位：千円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 146,121 △818,528 △120,519 △792,926 1,950,786 9,082,667

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 ― 47,187

合 併 に よ る 増 加 ― 63,680

剰余金（その他資
本剰余金）の配当

― △120,000

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

― 644,639

自 己 株 式 の 取 得 ― △507

自 己 株 式 の 処 分 ― 1

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

227,135 100,733 112,977 490,846 △81,640 409,205

当 期 変 動 額 合 計 227,135 100,733 112,977 490,846 △81,640 1,064,208

当 期 末 残 高 423,256 △717,794 △7,542 △302,079 1,869,145 10,146,875
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 28社

主要な子会社名 ㈱弘乳舎

九州乳業㈱

盛田㈱

㈱アルカン

連結子会社でありました㈱アスラポート他１社は、2025年４月１日付で当社

を存続会社とした吸収合併により消滅したため、また、連結子会社でありまし

たAtariya Foods Retail UKは株式売却により、連結の範囲から除外しておりま

す。

(2) 非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

㈱マイベストグラノーラ

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま

す。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数 ２社

主要な関連会社名 小手川酒造㈱

(2) 持分法を適用していない主要な非連結子会社

㈱マイベストグラノーラ

（持分法を適用しなかった理由）

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、T&S Enterprises (London) Limited他８社の決算日は12月31

日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用し

ております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

上記以外の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び以下の注記

の記載金額は、千円未満の端数を切捨てて表示しております。

(2) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

その他有価証券

市場価格のない株

式等以外のもの

……………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

市場価格のない株

式等

……………………移動平均法による原価法

② デ リ バ テ ィ ブ ……………………時価法

③ 棚 卸 資 産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

ａ 製品、商品、原材料、仕掛品

主として移動平均法

ｂ 貯蔵品

先入先出法
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(3) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

……………………定率法

ただし、一部の連結子会社については、

定額法によっております。また、1998年

４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物及び構築物 ２年～65年

機械装置及び運搬具 ２年～32年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

……………………定額法

なお、社内利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③ リース資産 ……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 ……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見積

額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 ……………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。

③ 店舗閉鎖損失引当金 ……………………店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備える

ため、今後発生すると見込まれる損失に

ついて、合理的に見積られる金額を計上

しております。

④ 債務保証損失引当金 ……………………債務保証に係る損失に備えるため、被保

証先の財政状態等を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。また、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

② 過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として７年）による定額法により費用処理しております。

③ 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間の定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業におけ

る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する

通常の時点）は以下のとおりであります。

商品及び製品の販売、サービスの提供

生産事業においては、牛乳、乳製品、酒類、調味料の製造及び販売、流通事

業においては業務用食材の販売、販売事業においては外食サービスの提供を主

に行っております。

このような商品及び製品の販売、サービスの提供については、顧客に商品及

び製品、サービスそれぞれを引き渡した時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断し

たものについては、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他

の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

(7) 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益

及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(8) のれんの償却方法及び期間

のれんの償却については、その効果の及ぶ合理的な期間で均等償却を行ってお

ります。
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(9) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① ヘッジ会計の方法

ａ ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理

を採用しております。

ｂ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ

ヘッジ対象………借入金

ｃ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており

ます。

ｄ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略して

おります。

② グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額

を算出しております。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積

りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクが

ある項目は以下のとおりであります。

（有形固定資産、無形固定資産の減損判定におけるキャッシュ・フロー予測の計

算に用いた重要な仮定）

1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 14,285,048千円

無形固定資産 924,004千円

減損損失 181,776千円

2. その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社及び連結子会社は、有形固定資産、無形固定資産について、減損判定を行っ

ております。その判定における回収可能価額の算定において、将来のキャッシュ・

フロー、割引率等について仮定を設定しております。

これらの仮定については、経営者の最善の見積りにより決定しておりますが、将

来の不確実な経済条件の変動結果によって影響を受ける可能性があり、見直しが必

要となった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があ

ります。
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表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「貸倒引当金

繰入額」は、営業外費用の総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より

「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「受取保険金」

は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記するこ

ととしております。また、前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別

利益」の「関係会社株式売却益」は、特別利益の総額の100分の10以下となったため、

当連結会計年度より「特別利益」の「その他」に含めて表示しております。

連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

受取手形及び売掛金 2,001,304千円

商 品 及 び 製 品 1,461,197千円

建 物 及 び 構 築 物 951,591千円 （231,574千円）

機械装置及び運搬具 0千円 （0千円）

土 地 7,759,909千円 （3,200,730千円）

投 資 有 価 証 券 530,237千円

計 12,704,239千円 （3,432,306千円）

(注)上記のほか、連結子会社株式（消去前金額）14,913,975千円を担保に提供

しております。

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 449,269千円 （214,201千円）

長 期 借 入 金 11,837,506千円 （5,643,859千円）

計 12,286,775千円 （5,858,061千円）

(注)上記のうち、（ ）内書は財団抵当並びに当該債務を示しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 25,127,553千円

3. 投資有価証券の貸株

投資有価証券のうち、22,750千円については貸株に提供しております。

4. 金融機関等からの借入債務に対する保証

千代菊㈱ 95,000千円

加賀の井酒造㈱ 4,416千円

計 99,416千円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 48,277,135株

Ａ種種類株式 2,000株

2. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額(千円) １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025年５月13日
取 締 役 会

Ａ種種類株式 資本剰余金 120,000 60,000 2025年３月31日 2025年６月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額(千円) １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2026年５月13日
取 締 役 会

Ａ種種類株式 資本剰余金 120,000 60,000 2026年３月31日 2026年６月26日

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については原則として短期的な預金等に限定し、資
金調達については銀行等金融機関からの借入により調達する方針であります。デ
リバティブは、金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は
行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております

が、回収までの期間はおおむね短期であり、また、取引先ごとの期日管理及び残
高管理を定期的に行いリスク低減を図っております。

投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に取引先企業
との業務・資本提携等関係強化を目的として中長期的に保有することを原則とし
ております。
貸付金については、当社グループ各社の担当部門が取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化
等による回収懸念の軽減を図っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は支払までの期間はおおむね短期でありま
す。

借入金については、運転資金（主として長期）及びＭ＆Ａ、設備投資資金であ
ります。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には、

合理的に算定された価額が含まれております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 投資有価証券(*2)

その他有価証券 1,209,320 1,209,320 ―

(2)
長期貸付金（１年
内回収を含む）

772,833

貸倒引当金（*3） △561,450

211,382 200,959 △10,423

資産計 1,420,702 1,410,279 △10,423

(1)
長期借入金（１年
内返済を含む）

18,032,392 17,280,295 △752,097

負債計 18,032,392 17,280,295 △752,097

(*1) 「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期

借入金」、「未払法人税等」については、現金であること、及び 短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 156,929

非連結子会社株式及び関連会社株式 178,274

(*3) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

長期貸付金 143,617 443,725 185,490 ―

合計 143,617 443,725 185,490 ―

（注）２．借入金等の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超

長期借入金 659,283 3,287,173 14,085,935

合計 659,283 3,287,173 14,085,935

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な

市場において形成される当該時価の算定の対象となる資

産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル

１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用

いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算

定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,209,320 ― ― 1,209,320

資産計 1,209,320 ― ― 1,209,320

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 ― 200,959 ― 200,959

資産計 ― 200,959 ― 200,959

長期借入金 ― 17,280,295 ― 17,280,295

負債計 ― 17,280,295 ― 17,280,295

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場

で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期貸付金

長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リス

ク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標

に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定して

おり、レベル２の時価に分類しております。また、貸倒懸念債権の時価は、

同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保

及び保証による回収見込額等を基に割引現在価値法により算定しており、

時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要ではないためレ

ベル２の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

生産 流通 販売 その他 合計

物品の販売・サ
ービス

44,064,959 13,750,758 7,257,648 24,841 65,098,207

手数料収入 ― 5,035 51,701 561 57,298

その他 ― ― ― 327,002 327,002

顧客との契約か
ら生じる収益

44,064,959 13,755,793 7,309,350 352,405 65,482,508

その他の収益 4,640 91,320 ― 78,656 174,617

外部顧客に対す
る売上高

44,069,599 13,847,113 7,309,350 431,062 65,657,125

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「4．会計方針に関する事項 (6)収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

3. 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 7,943,415 8,406,824

契約資産 ― ―

契約負債 7,693 5,372

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、重要性の観

点から、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 127円69銭

2. １株当たり当期純利益 13円78銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 3,801,306 944,875 9,693,005 10,637,880 △7,502,514 △7,502,514

当期変動額

新株の発行 47,187 47,187 ―

合併による増加 5,250 5,250 ―

剰余金（その他資
本剰余金）の配当

5,451 △125,451 △120,000 ―

当期純利益 ― 2,537,417 2,537,417

自己株式の取得 ― ―

自己株式の処分 △1 △1 ―

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

― ―

当期変動額合計 ― 5,451 △73,015 △67,564 2,537,417 2,537,417

当期末残高 3,801,306 950,326 9,619,989 10,570,316 △4,965,097 △4,965,097

（単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式

株 主 資 本
合 計

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 △17,542 6,919,130 93,942 93,942 7,013,072

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 47,187 ― 47,187

合併による増加 5,250 ― 5,250

剰余金（その他資
本剰余金）の配当

△120,000 ― △120,000

当 期 純 利 益 2,537,417 ― 2,537,417

自己株式の取得 △507 △507 ― △507

自己株式の処分 3 1 ― 1
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

― 298,928 298,928 298,928

当期変動額合計 △503 2,469,348 298,928 298,928 2,768,277

当 期 末 残 高 △18,046 9,388,478 392,871 392,871 9,781,350
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び以下の注記の記載金額は、

千円未満の端数を切捨てて表示しております。

2. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………… 移動平均法による原価法

(2) デ リ バ テ ィ ブ………………… 時価法

(3) 棚 卸 資 産

商 品………………… 先入先出法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

………………… 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物 ３年～31年

構築物 10年

工具、器具及び備品 ２年～15年

(2) 無 形 固 定 資 産

ソフトウェア（自社利用）………………… 社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

(3) リ ー ス 資 産………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

― 14 ―

2026年05月25日 21時23分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



4. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計

上しております。

(2)債務保証損失引当金………………… 債務保証に係る損失に備えるため、被保証

先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額

を計上しております。

5. 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は

以下のとおりであります。

商品の販売、サービスの提供

当社の事業においては、業務用食材資材の販売、経営指導サービスの提供を主

に行っております。

商品の販売、サービスの提供については、顧客に商品及びサービスそれぞれを

引き渡した時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、

他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を

控除した純額を収益として認識しております。

6. のれんの償却方法及び期間

のれんの償却については、その効果の及ぶ合理的な期間で均等償却を行ってお

ります。

7. その他計算書類作成のための基本となる事項

(1) グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
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会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算

出しております。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもの

のうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとお

りであります。

1. 貸付金の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

その他（関係会社短期貸付金） 442,112千円

その他（１年内回収予定の関係会社長期貸付金

その他（１年内回収予定の長期貸付金）

158,718千円

139,127千円

関係会社長期貸付金 11,571,773千円

その他（長期貸付金） 464,204千円

貸倒引当金 2,662,609千円

貸倒引当金繰入額 22,635千円

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社は、一部の子会社に対する貸付金の回収可能額の判定において、将来のキ

ャッシュ・フロー等について仮定を設定しております。

これらの仮定については、経営者の最善の見積りにより決定しておりますが、

将来の不確実な経済条件の変動結果によって影響を受ける可能性があり、見直し

が必要となった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があり

ます。

2. 関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 15,323,915千円

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報

関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株

式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、相当の

減額を行い、評価差額は当期の損失として処理を行います。ただし、回復可能性

が十分な証拠によって裏付けられる場合には、期末において相当の減額を行わな

いこととしております。

これらの仮定については、経営者の最善の見積りにより決定しておりますが、

将来の不確実な経済条件の変動結果によって影響を受ける可能性があり、見直し

が必要となった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があり

ます。
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表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「貸倒引当金繰入

額」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その

他」に含めて表示しております。

貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

投 資 有 価 証 券 391,187千円

関 係 会 社 株 式 14,913,975千円

計 15,305,162千円

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 199,048千円

長 期 借 入 金 5,244,605千円

計 5,443,654千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 916,868千円

3. 投資有価証券の貸株

投資有価証券のうち、22,750千円については貸株に提供しております。

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 773,644千円

長 期 金 銭 債 権 190,173千円

短 期 金 銭 債 務 802,053千円

長 期 金 銭 債 務 129千円
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損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引高

関係会社に対する売上高 1,307,678千円

関係会社からの営業費用 35,661千円

営業取引以外の取引高

関係会社からの受取利息 152,893千円

関係会社からの受取配当金 364千円

関係会社に対する支払利息 8,930千円

関係会社に対する支払債務保証料 36,573千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普 通 株 式 52,030株
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税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 2,146,364千円

関係会社株式 1,321,311千円

貸倒引当金 854,146千円

投資有価証券 162,412千円

資産除去債務 59,519千円

減損損失

債務保証損失引当金

18,644千円

13,215千円

未払費用 1,927千円

その他 93,266千円

繰延税金資産小計 4,670,808千円

評価性引当額 △4,670,808千円

繰延税金資産合計 ― 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △131,055千円

資産除去債務に対応する除去費用 △20,721千円

その他 △1,030千円

繰延税金負債合計 △152,807千円

繰延税金負債の純額 △152,807千円

2. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従っ

て、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並

びに開示を行っております。
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関連当事者との取引に関する注記

1. 子会社等 (単位：千円)

属 性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱弘乳舎
直接

93.4

経営指導
役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供

資金の回収
(1)

23,048
関係会社長期
貸付金

1,000,498

資金の借入
(2)

5,650,000
― ―

資金の返済
(2)

5,650,000

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

1,473,592 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

1,105,177 ― ―

子会社 九州乳業㈱
直接

95.7

経営指導
役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供

経営指導
(5)

404,063 ― ―

利息の受取
(1)

17,942 ― ―

資金の回収
(1)

26,144
関係会社長期
貸付金

1,484,898

資金の借入
(2)

5,800,000
短期借入金 500,000

資金の返済
(2)

5,800,000

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

4,441,907 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

634,162 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する売掛債
権の担保提
供
(4)

589,969 ― ―

子会社 ㈱平戸屋
間接

95.7
経営指導
資金の貸借

資金の貸付
(1)

300,000
関係会社長期
貸付金

166,782
資金の回収
(1)

303,842
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属 性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 茨城乳業㈱

直接

70.0

間接

2.8

経営指導
役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供

資金の回収
(1)

8,476
関係会社長期
貸付金

517,927

資金の借入
(2)

2,550,000
短期借入金 200,000

資金の返済
(2)

2,550,000

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

588,696 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

312,579 ― ―

子会社 ㈱アルテゴ
直接

96.1

経営指導
役員の兼任
資金の貸借

資金の回収
(1)

23,352
関係会社長期
貸付金

396,237

子会社 ㈱ハイピース
間接

95.7

経営指導
役員の兼任
債務被保証
担保被提供

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

4,694,747 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

5,678,061 ― ―

子会社 ㈱菊家
間接

59.8

経営指導
役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供

資金の貸付
(1)

120,000
関係会社長期
貸付金

1,184,752
資金の回収
(1)

144,298

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

1,142,762 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

942,762 ― ―
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属 性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱栄喜堂
直接
100.0

経営指導
役員の兼任
債務被保証
担保被提供

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

312,970 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

312,970 ― ―

子会社 盛田㈱
直接
100.0

経営指導
役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供

経営指導
(5)

243,712 ― ―

資金の貸付
(1)

1,260,000

関係会社短期
貸付金

250,000

1年内回収予

定関係会社

長期貸付金

120,000

資金の回収
(1)

1,351,110
関係会社長期
貸付金

4,159,590

利息の受取
(1)

56,268 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

5,818,612 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

5,937,510 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する売掛債
権の担保提
供
(4)

1,041,796 ― ―
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属 性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱アルカン
直接

66.5

経営指導
役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供

資金の貸付
(1)

300,000
関係会社長期
貸付金

450,442
資金の回収
(1)

306,595

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

5,035,722 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

5,678,061 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する売掛債
権の担保提
供
(4)

1,041,796 ― ―

子会社
みどり九州

協同組合

間接

71.8

役員の兼任

担保被提供

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

540,000 ― ―

子会社
㈱ ASOジャ
パン

間接

93.4

役員の兼任

担保被提供

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

880,957 ― ―

子会社 東栄貿易㈱
間接

56.5
役員の兼任
資金の貸借

資金の貸付
(1)

515,000
関係会社短期
貸付金―

100,000

資金の回収
(1)

476,630
関係会社長

期貸付金
65,782

子会社

Atariya

Foods

Limited

直接

100.0
役員の兼任
資金の貸借

資金の回収
(1)

―
関係会社長期
貸付金

1,886,339

貸倒引当金
の繰入額

22,635 貸倒引当金 1,908,974
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2. 役員及び個人主要株主等 (単位：千円)

属 性 会社等の名称
議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役 員 檜垣 周作

(被所有)

間接

1.2

間接

24.0

債務被保証
債務被保証
(3)

400,866 ― ―

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等(当
該会社等
の子会社
を含む)

阪神酒販㈱

(13)

(被所有)

間接

24.0

役員の兼任

経営指導料
の支払
(6)

20,640

未払金 75,818
業務の委託
(9)

10,800

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等(当
該会社等
の子会社
を含む)

HSIグローバ

ル㈱

(14)

(被所有)

直接

24.0

役員の兼任
資金の貸借

資金の貸付
(1)

―
１年内回収予
定長期貸付金

91,881

利息の受取
(1)

1,102 未収利息 10,938

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等(当
該会社等
の子会社
を含む)

㈱スティル

フーズ

(15)

(所有)

直接

14.3

役員の兼任
資金の貸借
不動産の転
貸

不動産の賃
貸
(10)

18,650

売掛金 15,593

長期未収入金 26,421

資金の回収
(1)

18,000 長期貸付金 137,416

貸倒引当金
の戻入額

18,000 貸倒引当金 163,837
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属 性 会社等の名称
議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等(当
該会社等
の子会社
を含む)

㈱SFAD

(16)

(所有)

間接

14.3

備品等の販
売

ロイヤリテ
ィの受取
(11)

85,000 売掛金 102,627

経費の立替
(12)

1,455 未収入金 35,308

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等(当
該会社等
の子会社
を含む)

㈱ルパンコ

ティディア

ンジャパン

(16)

(所有)

間接

14.3

不動産の転
貸

経費の立替
(12)

22,978 ― ―

役員が代
表権を有
している
会社等

東洋商事㈱

(17)

(所有)

間接

5.0

役員の兼任
資金の貸借
債務被保証
担保被提供
備品等の販
売

備品等の販
売
(7)

54,945 ― ―

食材等の仕
入
(8)

68,202 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する債務被
保証
(3)

4,694,747 ― ―

当社の銀行
借入金に対
する土地等
の担保提供
(4)

5,678,061 ― ―

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) ㈱弘乳舎、九州乳業㈱、茨城乳業㈱、㈱アルテゴ、㈱菊家、盛田㈱、㈱アルカ

ン、東栄貿易㈱、Atariya Foods Limited、HSIグローバル㈱及び㈱スティルフ

ーズに対する資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して決定して

おり、担保は受領しておりません。
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(2) ㈱弘乳舎、九州乳業㈱及び茨城乳業㈱からの資金の借入については、借入利率

は市場金利を勘案して決定しており、担保は提供しておりません。

(3) 当社は銀行借入に対して㈱弘乳舎、九州乳業㈱、茨城乳業㈱、㈱ハイピース、

㈱菊家、㈱栄喜堂、盛田㈱、㈱アルカン、檜垣周作氏及び東洋商事㈱より債務

保証を受けております。なお、保証料は契約に基づいた上で支払っております。

(4) 当社は銀行借入に対して㈱弘乳舎、九州乳業㈱、茨城乳業㈱、㈱ハイピース、

㈱菊家、㈱栄喜堂、盛田㈱、㈱アルカン、みどり九州協同組合、㈱ASOジャパン

及び東洋商事㈱より土地等の担保提供を受けております。なお、提供料は契約

に基づいた上で支払っております。

(5) 九州乳業㈱及び盛田㈱からの経営指導料については、業務内容を勘案し、協議

の上で決定しております。

(6) 阪神酒販㈱に対する経営指導料については、業務内容を勘案し、協議の上で決

定しております。

(7) 東洋商事㈱に対する備品等の販売については、実勢を勘案して一般的な取引条

件で行っております。

(8) 東洋商事㈱からの食材等の仕入については、実勢を勘案して一般的な取引条件

で行っております。

(9) 阪神酒販㈱に対する業務委託料については、業務内容を勘案し、協議の上で決

定しております。

(10) ㈱スティルフーズに対する不動産の賃貸については、実勢を勘案して一般的な

取引条件で行っております。

(11) ㈱SFADに対するロイヤリティの受取については、実勢を勘案して一般的な取引

条件で行っております。

(12) ㈱SFAD及び㈱ルパンコティディアンジャパンに対する経費の立替については、

主に一般経費の実費精算分であります。

(13) 当社代表取締役社長檜垣周作が議決権の76.2%を直接保有しております。

(14) 阪神酒販㈱が議決権の100%を直接保有しております。

(15) 当社代表取締役社長檜垣周作が議決権の77.14%を直接保有しております。

(16) ㈱スティルフーズが議決権の100%を直接保有しております。

(17) 当社代表取締役社長檜垣周作が代表取締役を務めております。

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。
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収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 158円87銭

2. １株当たり当期純利益 52円61銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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